
第三期「北の大地☆子ども未来づくり北海道計画」（案）について 

 

１ 経過及び今後の予定 
平成２７年 １月２２日まで   パブリックコメント 

 １月１４日     第 2 回北海道人口減少問題対策本部 
 １月２６日     北海道子どもの未来づくり審議会 
 ２月 ６日     北海道子どもの未来づくり審議会子ども部会から知事へ提言書提出 
 ２月 ９日     北海道子どもの未来づくり審議会から知事へ答申 

      ２月１９日     少子・高齢社会対策特別委員会に「計画（案）」を報告 
      ３月下旬      人口減少問題対策本部において計画を決定 

 
２ 計画の内容 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

３ 目標等の設定 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

４ 推進体制 
「北海道人口減少問題対策本部」に「北海道少子化対策推進本部」を統合し、人口減少問題への対応と少子化対策を全庁をあ

げて一体的に推進する。 

計画計画計画計画のののの構成構成構成構成    

結結結結婚婚婚婚のステージ 妊娠妊娠妊娠妊娠・・・・出産出産出産出産のステージ 子育子育子育子育ててててのステージ 子育子育子育子育ち・ち・ち・ち・自立自立自立自立のステージ 

地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける環境環境環境環境づくりづくりづくりづくり    

○ 本計画では、出生率の改善に必要な所要の環境づくりを重点的に進めるために、次の３つの重点施策目標と 

３７項目の指標を設定し、その着実な推進と達成に向け、総合的かつ計画的に取り組む。 

（めざす施策の方向性） 
重点施策目標 

■未婚化・晩婚化への対応 

■子育て支援の充実 

（待機児童ゼロの達成） 

■子どもの安全・安心の確保 

（主な施策） 

・婚活情報ポータルサイトによる情報提供体制の整備 

・婚活セミナーの開催など、出会いのサポートの推進 

・広域的な連携による結婚サポート事業への支援 

・大学への出前講座など、次世代教育の実施 

・保育所や認定こども園、保育サービス等の重点整備 

・保育士の確保と資質の向上 

・放課後児童クラブと放課後子供教室との連携強化 

・子育て世帯に対する経済的負担の軽減 

 

・児童養護施設の小規模化等による家庭的養護の推進 

・児童養護施設退所後のアフターケアの充実 

・子どもの見守り強化に向けたネットワークづくり 

・児童養護施設等の入所児童に対する学習の場の充実 

指

標 

●子ども・子育て支援法に基づく指標 

・認定こども園、幼稚園、保育所などの必要量と確保すべき定員数 

・認定子ども園設置数 

・地域子育て支援拠点や時間外保育などの地域子育て支援８事

業の確保すべき箇所数や市町村数 

●児童養護施設等の小規模化・家庭的養護の推進に基づく指標 

・児童養護施設の「本体施設」、「小規模ｸﾞﾙｰﾌﾟｹｱ及び小規模児

童養護施設」、「里親及びﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ」の割合 

(73.3%：3.6%：23.1%→66.4%：7.5%：26.1%) 

●道独自の指標 

・婚活セミナーの開催箇所数(0 か所→延べ 35 か所) 

・次世代教育のための出前講座実施大学数(16 校→延べ 120 校) 

・夜間保育(6→10 か所)、休日保育(27 か所→55 か所) 

・放課後児童クラブ数(924 か所→1,020 か所) 

・母子・父子自立支援プログラムの策定数(168 件→250 件) 

・育児休業制度取得率(男性 2.0%→10%、(女性 89.4%→85%)) 

・北海道赤ちゃんのほっとステーションのある市町村数(70→全市町村) 

  ほか２６指標 

○結婚や出産を望む人々が、希望する時

期に結婚や出産の望みがかなえられる

環境づくり 

○子育て世帯の負担を軽減し、住み慣れ

た地域で安心して子育てができる環境づ

くり 

○道民全ての宝である子どもたちの健やか

な成長を地域全体で見守り、その安全・

安心をしっかり保障できる環境づくり 

＜まち・ひと・しごと創⽣⻑期ビジョン＞ 
 
○目指すべき将来の方向 

・若い世代の希望が実現すると、出⽣率は 1.8 程度
に向上する。 

・人口減少に⻭⽌めがかかると、2060 年に 1 億人
程度の人口が確保される。 

  （2020 年 1.6 程度→2030 年 1.8 程度→2040
年人口置換水準の 2.07 が達成されるケース） 

【基本目標】 
結婚や出産を望む全ての人々の希望がかなえられる地域社会
の実現をめざす 
【中期的目標（計画期間内Ｈ２７〜３１）】 
全国平均との乖離を縮⼩し、全国水準まで引き上げる 
（H25:国 1.43 道 1.28） 

資料１－１ 


